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資料１３－１ 



公共情報コモンズ® 

の利用状況 



（１）  公共情報コモンズ® （Ｌアラート）の運用状況 
 
 約１年間に「運用中」の都道府県数が倍増して２１に 

 平成26年度に入り、７都道県が運用を開始 

 
（２） 公共情報コモンズ® （Ｌアラート）の加入状況 

 
 平成26年度に入り、加入団体数は増加を持続して719に 

 
 情報発信者： 300 ⇒ 328 （＋ 9％） 

 情報伝達者： 250 ⇒ 355 （＋ 42％） 

 協力事業者：   20 ⇒   31 （＋ 62％） 

 

（３）  システム接続を行っている情報伝達者 
 
 26年度に入り、ＣＡＴＶ事業者を中心に増加 （18社 ⇒ 29社） 

2 

公共情報コモンズ® （Ｌアラート） 
のサービス利用者の動向（11.10現在） 
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平成26年10月現在 
（赤字： 26年度運用開始団体） 都道府県における避難情報の運用状況 
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秋田県、宮城県、福島県、新潟県、静岡県、
岐阜県、京都府、滋賀県、大阪府、兵庫県、
広島県、徳島県、愛媛県、大分県、北海道、
茨城県、東京都、鳥取県、香川県、高知県、
宮崎県 

公共情報コモンズ® 参加中の都道府県の分類 

山形県、千葉県、埼玉県、
愛知県、三重県、福井県、
岡山県、島根県、熊本県、
沖縄県、長野県（※１，２） 

※３ 未参加の県： ６県 （岩手県、石川県、富山県、和歌山県、山口県、福岡県） 

参加中の都道府県： 
 

４１ 
 

本番情報を発信中： 
 

２１ 

本番情報未発信： 
 

２０ 

準備中： １１ 

検討中：  ９ 

※１ 長野県では、河川水位情報と雨量情報のみを本番情報として発信。避難勧告・
指示情報については未発信のため、「準備中」としている。 

※２ 長野県を「本番情報を発信中」に分類した場合、その数は２２都道府県となる。 

栃木県、群馬県、神奈川県、
山梨県、奈良県、佐賀県、
長崎県、鹿児島県、青森県、 

平成26年11月10日現在 
（赤字： 26年度運用開始団体） 



2014.11.10 現在 

分類            （括弧内は本番発信数） 加入数 

情報発信者 

自治体 
都道府県  (22) 41 
政令指定 (6) 11 

市町村  (230) 265 
交通事業者  (0) 2 
ライフライン事業者 (0) 6 
その他  (1) 3 
情報発信者合計  (259) 328   

情報伝達者 

放送事業者 

広域、県域放送局 84  
ＣＡＴＶ 128 
ＡＭラジオ 9 
ＦＭラジオ 32 
短波ラジオ 1 
コミュニティＦＭ 64 

新聞社  20 
通信社 2 
ポータル事業者など 4 
デジタルサイネージその他  11 
情報伝達者合計 355 

中間伝達者    6 
特別利用者 4 
協力事業者 31 
加入団体数合計 719 

※ 上表中の団体のほか、申込書を受領済の団体が６団体ある。  

平成26年11月10日現在 
都道府県における避難情報の運用状況 
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区
分 情報伝達者 対象地域 接続方式 運用開始 備考 

地
上 
波  
放
送 

1) 日本放送協会 全国 TVCML 2012/01/17 
データ放送、ホームページ他 
全国のデータを東京で一括受信 

2) サンテレビ 兵庫県 TVCML 2012/01/17 データ放送 

3) テレビ埼玉 埼玉県 TVCML 2012/08/31 データ放送 

4) 東北放送 宮城県 SOAP 2013/07/01 データ放送 

5) 静岡放送 静岡県 TVCML 2013/07/22 データ放送、ホームページ 

6) 日本海テレビジョン放送 鳥取県、島根県 SOAP 2014/04/01 L字・データ放送 

7) テレビ新広島 広島県 SOAP 2014/07/07 L字放送 

8) 京都放送 京都府 SOAP 2014/10/15 データ放送 

C 
A 
T 
V 

9) BAN-BANネットワークス 兵庫県(加古川市他） TVCML 2012/01/17 コミュニティチャンネル 

10) 気仙沼ケーブルネットワーク 宮城県(気仙沼市) SOAP 2013/03/20 データ放送 

11) ケーブルテレビ佐伯 大分県(佐伯市） メール 2013/06/13 コミュニティチャンネル・データ放送 

12) ケーブルテレビ可児 岐阜県(可児市他） TVCML 2013/10/22 データ放送 

13) ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク 静岡県(三島市他) SOAP 2014/03/17 コミュニティチャンネル・データ放送 

14) トコちゃんねる静岡 静岡県(静岡市) SOAP 2014/03/17 コミュニティチャンネル・データ放送 

15) 浜松ケーブルテレビ 静岡県(浜松市他) SOAP 2014/04/15 コミュニティチャンネル・データ放送 

16) いなばぴょんぴょんネット 鳥取県（鳥取市） メール 2014/06/04 コミュニティチャンネル・Ｌ字放送 

17) 愛媛ＣＡＴＶ 鳥取県（松山市他） ＳＯＡＰ 2014/07/01 コミュニティチャンネル・データ放送 

18) 黒潮町ケーブルテレビ放送 黒潮町 ＳＯＡＰ 2014/07/08 コミュニティチャンネル・データ放送 

19) ビィーティーヴィーケーブルテレビ 
宮崎県（都城市、日南市 
   三股町、高原町、小林市） 
鹿児島県（曽於市） 

ＳＯＡＰ 2014/07/08 コミュニティチャンネル・データ放送 

20) 蓼科ケーブルビジョン 長野県（立科町、佐久市の一部） SOAP 2014/08/01 コミュニティチャンネル 

21) ＣＡＴＶ富士五胡 山梨県（富士吉田市） ＨＴＭＬ 2014/10/01 気象情報のバックアップ 

FM 22) 兵庫エフエム放送 兵庫県 ＳＯＡＰ 2014/10/01 ホームページ 

新
聞 

23) 中国新聞社 広島県 SOAP 2012/06/05 防災メールでの利用 

24) 静岡新聞 静岡県 TVCML 2013/07/22 ホームページ 

そ 
の 
他 

25) フューチャーリンク 全国 SOAP 2011/06/20 地域ポータル（自治体毎の契約） 

26) ＩＩＪ 全国 SOAP 2013/07/01 デジタルサイネージ（自販機設置） 

27) ヤフー 全国 SOAP 2013/08/22 PC/スマホサイト・防災スマホアプリ 

28) ゲヒルン 全国 SOAP 2013/10/01 ポータルサイト、ツイッターに利用 

29) 時事通信社 全国 SOAP 2014/10/01 記事の作成 

    連携システムで接続している情報伝達者 平成26年11月10日現在 
（赤字： 26年度連携開始団

体） 



（１） 流通している情報種別 

「運用中」の21都道府県における本番情報の流通状況 

 避難勧告・指示の情報：  100％ （21団体） 
 避難所の情報： 81％ （17団体） 
 災害対策本部設置： 71％ （15団体） 
 被害情報 48％ （10団体） 

 
（２） 今後追加する情報種別 

 一時滞在施設 
 潮位 
 目撃情報を活用した竜巻注意情報 
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３．公共情報コモンズ（Ｌアラート）の利用状況 

※１ 仕様を11月12日に公開。テスト環境の整備を行い、年度末前後の情報発信の本番運用開始を目指す。 
※２ 気象庁から入手した情報の受・発信を可能とするための対応を今年度に実施予定。  



流通している主な本番情報 
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発信者 

情報種別 

備考 

避
難
勧
告 
・
指
示 

避
難
所
情
報 
 

災
害
対
策
本
部 
設
置 

被
害
情
報 

お
知
ら
せ 

河
川
水
位
情
報 

雨
量
情
報 

水
位
周
知
河
川 

緊
急
速
報
メ
｜
ル 

北海道/全市町村 ○ ○ ○ ○ 
宮城県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ イベント情報及びお知らせで防災関連の情報を発信する市町村がある。 

秋田県/23市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

福島県/全市町村 ○ ○ ※ ○ ※ 
※災害対策本部は、県が設置した場合のみ配信。 ※楢葉町、大熊町が独自に生活情報を
発信 

茨城県/全市町村 ※ ※ ※ お知らせは一部の市町村が発信 

東京都/全市区町村 ○ 
新潟県/全市町村 ○ ※ ○ ※ ※避難所情報は新潟市のみ。 ※イベント（お知らせ）は、新潟市、長岡市のみが発信。 

岐阜県/全市町村 ○ ○ 
静岡県/全市町 ○ ○ ○ ○ 
滋賀県/全市町 ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として県からの各種お知らせを発信。 

京都府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
大阪府/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ イベント（お知らせ）として防災関連の情報を発信。 

兵庫県/全市町 ○ ○ ※ ※ ※お知らせ、イベント（お知らせ）は、一部の市が発信 

鳥取県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ お知らせは、災害に関連した内容に限定して発信。 

広島県/全市町 ○ ○ ○ 
徳島県/全市町村 ○ ○ 
香川県/全市町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
愛媛県/全市町村 ○ ○ ○ ○ 
高知県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ 
大分県/全市町村 ○ ○ 
宮崎県/全市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

埼玉県下23市町 ○ ○ 防災無線で住民へ連絡している情報を中心に発信。 

長野県 ○ ○ 河川・雨量のみを発信。 

長野県下の市町村 ※ ※ ※ ※ ※ ※一部の市町村が情報発信。 

イ
ベ
ン
ト
（
お
知
ら
せ
） 

（注１） イベント情報/お知らせ欄に“○”が記載されているものは、府県のシステムで入力機能が用意され
ていることを表しており、全ての市町村が情報発信しているわけではありません。また、情報種別「イ
ベント情報」のジャンル“お知らせ”で防災関連の「お知らせ」を発信されている場合が多数あります。 

平成26年9月1日現在 
（赤字： 26年度に運用開始） 

（注２） 緊急速報メールの欄に“○”が記載されているものは、府県または市のシステムにコモン
ズ経由の緊急速報メール一括配信機能が組み込まれていることを表しており、全ての
市町村が当該の機能を利用しているとは限りません。 



公共情報コモンズ
® 

への発信情報の状況 



情報種別 コモンズへの発信件数 構成比 備考 

避難勧告・指示情報 ６１６ 1% 

  
   主要な４情報 
   （約2900件） 
  

避難所情報 ７５７ 1% 

災害対策本部設置状況 ９７３ 2% 

被害情報 ５７９ 1% 

緊急速報メール １６ 0.03%   

お知らせ ３６７ 1%   

イベント情報 ２，８９８ 5%   

気象・地震・津波関係情報 ５２，４２９ 89% 
気象警報・注意報が約80％を占
めている。 

 合計 ５８，５９９ 100%   

※河川水位・雨量情報は含まれていません。 

平成２５年度に公共情報コモンズへ発信された主な本番情報 
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※１ 兵庫県神戸市、広島県広島市では、政令区ごとに発信されているが、合わせて１市とカウント 
※２ 取消情報が発信されている場合、一連の情報を全て無効情報として扱っています 

2014/4 2014/5 2014/6 2014/7 2014/8 2014/9 2014/10 総発信数 

都道府県 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 自治体数 件数 

北海道 20 65 17 65 37 130 

宮城県 1 2 1 2 1 7 8 20 8 31 

福島県 1 4 3 6 3 10 

茨城県 13 47 13 47 

東京都 2 6 1 4 10 30 11 40 

新潟県 1 2 7 61 5 28 11 91 

長野県 1 5 1 5 

岐阜県 3 10 9 46 20 50 25 106 

静岡県 2 6 28 145 28 151 

滋賀県 1 3 14 79 1 2 9 62 14 146 

京都府 18 94 2 8 11 36 21 138 

大阪府 24 94 25 75 30 169 

兵庫県 1 3 11 134 1 8 6 31 14 176 

鳥取県 1 3 1 2 2 5 

広島県 8 102 1 24 1 14 8 140 

徳島県 2 4 20 347 14 53 20 404 

香川県 11 44 6 20 12 64 

愛媛県 10 37 5 13 11 50 

高知県 4 20 32 270 30 108 33 398 

大分県 2 6 3 7 6 23 9 36 

宮崎県 21 97 17 85 25 74 26 256 

総計 2 6 1 3 8 31 39 190 198 1407 23 114 227 842 337 2593 
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2014年4月から10月の避難情報発信件数 



１．操作ミスと思われる誤送信と入力に関する課題 

 （１） 訓練情報を誤って本番情報として発信してしまうことがある 

 （２） 発令と解除が異なる文書番号（ドキュメントID）で発信されることがあり、受信側で発令と解除の対応が取れ    
ない 

 （３） 県の防災システムでは既に解除したが、操作ミスで解除情報をコモンズへ配信していないことがある 

 （４） 避難勧告・指示情報で、発令地区ごとに新規の文書（異なるドキュメントID）で発信することがある 

 （５） 避難勧告・指示情報において発令情報がコモンズへ発信されず、解除情報のみが発信されるケースがある 

 （６） 災害対策本部設置状況については、解散情報が発信されないケースが比較的多い 

 （７） 最近、全域発令が増加しているが、防災システムで対応していない場合、発信情報に多数の発令地区が記載
されてしまい、住民にとっても見ずらい 

 （８） 取消と訂正の使い方が誤っていることがある 

 （９） 避難準備から避難勧告へ遷移する際に避難準備を解除しているケースがある（本来は解除は不要） 

 （10） 連続した災害や複合災害が発生した場合の文書番号の採番方法や発信内容のダブりの整合など 

 （11） 避難勧告・指示情報で対象世帯数や人数が未確定の場合の発信ルールと確定後の処理方法等 

情報発信と伝達に関する課題（１） 

【対策】 

 防災システム開発時のヒアリングで操作ミスの起きないシステムを開発するよう注意喚起を実施している 

 入力ミスに関する情報を情報発信者間で共有していく予定 

 複合災害、長期化する避難情報等のレアケースの入力方法のFAQが必要 

 緊急避難的にEDXLレベルで発信情報の無効化を指示するXML要素の追加を予定 
（当初はFMMCの責任で不要情報の無効化を情報を発信でいるシステムの開発を検討中であり、情報伝 

   達者側システムでの対応が必要となる） 

 市町村の防災担当者が入力した内容のアウトプットがわかる訓練環境を構築できるよう、ポータルサイト事業者に
要請中 
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２．プッシュ通知（メール/アプリ）を行う伝達者の課題 

発信側は、プッシュ通知を意識しているわけではなく、受信者にとっては必ずしも必要としない情報も発信してい
るため、伝達者側のシステムで下記のような問題が生じる可能性がある。 

 （１） 受信者には知らせる必要が無い、知らせたくない情報がプッシュ通知される。行政手続きの問題等で避難勧告
等の解除が半年以上経過後に発令されることがあるが、一般の受信者へは知らせる必要が無い情報である。 

 （２） 受信者への通知件数が異常に多くなる。 

   ・ 避難勧告・指示情報等の入力で、同一日時の発令地区が多い場合、全地区の入力を待つと時間がかかるため
入力が完了した地区ごとにコモンズへ発信する場合があり、受信者は、発令地区の数だけ通知を受信すること
になる。 

   ・ 避難所情報では避難所の開設ごとにコモンズへ情報発信されることがある。単純に住民へプッシュ通知を行うと
大量な通知が行われる可能性がある。 

   ・避難勧告・指示情報や避難所情報において対象世帯数/人数、避難世帯数/人数等が頻繁に更新されることが
あるが、その都度受信者にプッシュ通知すると避難勧告等の発令状況や避難所の開設/閉鎖状況には変化のな
い情報が頻繁に通知されることになる。 

   ・ 発信側のシステムの問題ではあるが、更新で変化の無い情報が発信されることがある  

 （３） 避難勧告・指示情報で発令解除情報発信後に解除情報を再度発信してしまうことがある 
発令解除後に、発令日時や対象世帯数・人数を修正する更新情報や訂正情報がコモンズに発信されることがあ
るため、単純にプッシュ通知してしまうと受信者にとっては意味のない情報になってしまう 

 （４） 災害が起こっていない地区に避難勧告が発令される 
発信者側の操作ミスやシステムのバグ等で、誤って避難勧告等の発令情報が発信されてしまうことがある 

【対策】 
 受信システム開発時のヒアリングで注意喚起を実施している 
 XML解説書の受信システム開発時の注意点に上記の問題を追記予定 
 EDXLレベルで発信情報のプッシュを禁止する要素を追加すべきかどうかの検討 
 プッシュ通知に限らず自動配信を行う伝達者向けの運用ガイドラインの作成が必要 

13 

情報発信と伝達に関する課題（２） 
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１．情報発信者 

 （１）２０１４年１１月１０日現在、４１都道府県（８７％）が利用申込済み 

   ・本運用実施は２２都道府県、今年度末から来年度上期にかけて１１県が本運用開始見込 
     ※ 避難情報を発信しているのは２１都道府県(長野県は河川・雨量のみ発信） 

 （２）ライフライン事業者 
    ・通信では、NTTグループ、KDDIが参加申込済み 
    ・鉄道、電力、ガスについては、総務省主催「災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会」等 
     にて参加促進  

  （３）発信情報 

    ・避難情報の発令が全国的に増加しており、準備情報が全域に出されるケースが急増 
    避難勧告・指示情報： ２，５９３件（２０１４年４月～１０月） 
    ・一部の自治体で平時利用が定着 
    埼玉県下の市長村 防災無線で発信している情報を中心にコモンズへ発信 
    京都府防犯メール、滋賀県しらしがメールのコモンズへの発信 
    ※ 災害関連情報についても多くの市町村から「お知らせ」が発信されている 

    ・コモンズを経由した緊急速報メールの活用が本格化 
    本運用実施自治体数： ７道府県、本番発信数 ３３６件（２０１４年４月～１０月）  

２．情報伝達者 
 （１）情報伝達者のシステム連携の増加 

   現状では２９社が本運用しているが、年度末前後には５０社を超える見通し 

 （２）多様なメディア、多様な業種の参入により伝達ルートの拡大の可能性 

   ・テレビ、ポータル、メールに加え、スマホ/タブレットのアプリ（音声含む）、デジタルサイネージ、カーナビ 
    （実験）等でのサイネージは利用の検討が進んでいる。 

    ・情報伝達者の業種も報道機関に加えて、警備保障会社、損保会社が参加済みであるが、コンビニ、 
     ガソリンスタンド、等の多方面からの問い合わせも増加している 

まとめ 



Ｌアラートシンポジウム 2014 

の関連情報 
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１ 日時： 平成26年11月13日（水） 14:１5-16:30  

２ 場所： 一橋講堂 （収容 約500名） 

３ 主催： 総務省、関東総合通信局、ＦＭＭＣ 

４ 開催趣旨： 
平成26年8月、「公共情報コモンズ」の新たな発展段階への移行に向け、総務省では「Ｌアラート」という国民

に分かりやすい名称を導入するとともに、その普及を加速していくことを内容とする、「災害時等の情報伝達の
共通基盤の在り方に関する研究会」報告書をとりまとめました。 
本シンポジウムは、導入エリア、共有される情報内容、配信媒体などを通じてますます拡大する「Ｌアラート」

の展望とその課題について検討を深め、もって「Ｌアラート」の周知を図ることを目的として開催するものです。 

5. プログラム構成 
・ 関係者挨拶 （公共情報コモンズ運営諮問委員会委員長、総務省代表） 
・ 基調講演 （総務省研究会・山下 徹座長 （㈱ＮＴＴデータ相談役）） 
・ パネルディスカッション （50音順） 
コーディネーター： 兄部 純一 株式会社ＮＨＫエンタープライズ 上席執行役員 
パネリスト： 池田 正 株式会社NTTドコモ サービス運営部災害対策室長 
 古閑 由佳 ヤフー株式会社 社長室コーポレート政策企画本部長 
 野々村 毅 高知県  危機管理部長 

 山本 孝 株式会社ジェイアール東日本企画 デジタルサイネージ推進センター長 
 須田 徹 東京都 総務局総合防災部防災通信課課長補佐 
 辻村 和人 日本放送協会 報道局災害・気象センター長  

6. その他 
シンポジウムの開催に向けて、公共情報コモンズのサービス利用者を対象としたアンケートを実施します。

アンケート結果について、事前に集計・分析の上、シンポジウムのパネルディスカッション等の場で情報提供を
します。 

Ｌアラートシンポジウム2014 
～「公共情報コモンズ」からの発展～ 



「Lアラートシンポジウム2014」来場者の属性 
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約500名の来場者の半数が、 

ＩＴ関連 又は マスコミ関連 

11月11日（火）  
15時現在 

 （n=492） 

0 20 40 60 80 100 120 140

学術・研究機関関係者 

コンテンツ配信事業者 

ポータル・サイネージ事業者 

ライフライン・交通関連事業者 

国の行政機関 

地方公共団体 

通信関連事業者 

放送事業者・新聞社・通信社 

IT関連企業 



シンポジウム事前アンケート 
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マルチメディア振興センター （FMMC） では、 

「Ｌアラート シンポジウム 2014」 に先立ち、 

公共情報コモンズの 

サービス利用者を対象とした 

アンケートを実施いたしました。 



事前アンケートへの回答者の属性 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

協力事業者 

情報伝達者 

情報発信者 

１４７社のサービス利用者に回答いただきました。 

（n=147） 

ご協力ありがとうございました！ 



 
研究会開始前 

 
最新データ 

 
目 標 

都道府県の 
導入状況 

 

１２府県 
（2014.2） 

２１都道府県 
（2014.11） 

年度内に全国 
で導入決定 

情報伝達者 
の参加促進 

２８７社 
（2014.2） 

３５５社 
（2014.11） ５００社超の参加 

【Ｑ１】 
Ｌアラート（公共情報 
コモンズ）への満足度 
をお答えください。 

課題１： 全県が参加するには至っていない 
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満足 
6% 

おおむね

満足 
72% 

どちらか

といえば

不満足 
19% 

不満足 
3% 

【Ａ】 

（n=144） 

満足
度 



【Ｑ２】 
どのようなライフライン 
事業者からの情報発信 
に期待していますか？ 
（情報伝達者への質問） 

課題２： 避難情報以外の災害情報にもニーズ大 
                                   

21 

２０１３年度 
 

２０１４年度 
（４－１０月） 

備 考 

避難情報 
の発信 ６２６件  ２５９３件 （※） 

※１： このうちの５４％が、８月単月に集中 

※２： 台風被害の受けた県は、発信数が多い。 

 

 ライフライン 
 情報の発信 

 

  関係機関 
  と調整中 

【Ａ】 

交通 
46% 

電力 
36% 

通信 
5% 

水道 
5% 

その他 
7% 

（n=56） 

ライフ
ライン
への
期待 



【Ｑ４】 
Ｌアラート（公共情報コモンズ）に 
ついて、総務省をはじめとした政
府に期待することは何ですか？ 

【Ｑ３】 
Ｌアラート（公共情報コモンズ）を 
運営するＦＭＭＣに今後最も期待
することは何ですか？ 

課題３： より便利なサービス・機能が期待される 
課題４： 平時の連携体制が必ずしも十分ではない               
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【Ａ】 

（n=144） 

【Ａ】 

（n=144） 

サービス

利用者へ

の運用支

援体制の

強化 
56% 

サービス

内容の拡

充 
20% 

災害状況の

分析 
13% 

その他 
11% 関係省

庁の連

携による

普及促

進 
56% 

財政的な

支援 
28% 

サービス

利用者の

意見交換

のための

連絡会の

開催 
8% 

その他 
8% 

政府
への 
期待 

FMMC
への 
期待 



【Ｑ６】 
情報伝達者の皆様に伺います。 
情報発信者たる自治体・ライフライン
事業者等に対し、最も期待すること
は何ですか？ 

【Ｑ５】 
情報発信者の皆様に伺います。 
情報伝達者たる放送事業者等に
対し、最も期待することは何です
か？ 

【参考】発信者 ⇔ 伝達者、相互への期待              
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【Ａ】 【Ａ】 

（n=81） 

情報を正確

に流してほ

しい 
48% 

情報を迅速

に流してほ

しい 
33% 

情報伝達者が

重要性の高い

と考える災害

関連情報の内

容を教えてほ

しい 
15% 

その他 
4% より正確な

情報発信 
33% 

より迅速な

情報発信 
26% 

情報発信に当

たり分かりや

すい表記の導

入 
22% 

適正な手順に

則った災害情

報の更新 
9% 

その他 
10.9% 

（n=55） 

情報 
伝達者
への 
期待 

情報 
発信者
への 
期待 



参 考 資 料 



公共情報コモンズ加入状況 平成２６年１１月５日現在 
区分 加入数 参加団体 (敬称略・順不同) 

情 
報 
発 
信 
者 
計 
32
8 

自治体 

都道 
府県 

41 
北海道、秋田県、宮城県、福島県、茨城県、東京都、新潟県、静岡県、長野県、岐阜県、京都府、滋賀県、大阪府、兵庫県、広島県、鳥取
県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県（本番実施（赤字）は２2都道府県）、青森県、山形県、栃木県、群馬県、千葉県、埼
玉県、神奈川県、山梨県、愛知県、三重県、福井県、奈良県、岡山県、島根県、熊本県、佐賀県、長崎県、鹿児島県、沖縄県 

政令市 1１ 仙台市、さいたま市、大阪市、神戸市、新潟市、京都市、川崎市、横浜市、相模原市、名古屋市、岡山市 

市町村 
＊1 

２６５ 
盛岡市、横手市、秩父市、所沢市、本庄市、東松山市、深谷市、上尾市、茅野市、瀬戸市、藤沢市他 
（※ 秋田県、長野県以外の本番開始都道府県では全市町村から公共情報コモンズへ情報発信） 

ライフライン ６ ＮＴＴドコモ、東日本電信電話、ＮＴＴコミュニケーションズ、西日本電信電話、ＫＤＤＩ、東邦瓦斯 

交通 ２ JR東海、佐渡汽船 

その他 ３ 信越総合通信局、内閣府、信州大学 

情 
報 
伝 
達 
者 
計 
35
5 

地上波 
テレビ 
 

84 

日本放送協会、東北放送、テレビ埼玉、静岡放送、名古屋テレビ放送、サンテレビジョン、テレビ新広島、日本海テレビジョン放送、日本テレビ
放送網、フジテレビジョン、テレビ朝日、テレビ東京、東京メトロポリタンテレビジョン、毎日放送、関西テレビ、朝日放送、読売テレビ放送、テレビ
大阪、中部日本放送、東海テレビ、中京テレビ、テレビ愛知、北海道放送、札幌テレビ放送、北海道文化放送、北海道テレビ放送、テレビ北海
道、秋田放送、秋田テレビ、秋田朝日放送、宮城テレビ放送、仙台放送、東日本放送、ﾃﾚﾋﾞﾕｰ山形、山形放送、山形テレビ、福島放送、福
島中央テレビ、テレビユー福島、福島テレビ、新潟放送、新潟総合テレビ、新潟テレビ21、テレビ新潟放送網、群馬テレビ、長野放送、テレビ信
州、信越放送、長野朝日放送、テレビ山梨、山梨放送、岐阜放送、テレビ静岡、静岡第一テレビ、静岡朝日テレビ、三重テレビ放送、びわ湖放
送、京都放送、山陽放送、西日本放送、岡山放送、広島ホームテレビ、中国放送、山陰放送、山陰中央テレビジョン放送、テレビ愛媛、愛媛
朝日テレビ、あいテレビ、南海放送、高知放送、テレビ高知、高知さんさんテレビ、福岡放送、RKB毎日放送、ＴＶＱ九州放送、九州朝日放送、
長崎放送、大分放送、テレビ大分、大分朝日放送、宮崎放送、テレビ宮崎、南日本放送、テレビ熊本 

ケーブル 
テレビ 

128  

気仙沼ケーブルネットワーク、トコちゃんねる静岡、ＴＯＫＡＩケーブルネットワーク、浜松ケーブルテレビ、ケーブルテレビ可児、BANBANネットワー
クス、鳥取テレトピア（いなばぴょんぴょんネット）、ケーブルテレビ佐伯、愛媛CATV、ニューメディア函館センター、帯広シティーケーブル、ニュ
ーデジタルケーブル（苫小牧ケーブルテレビ）、旭川ケーブルテレビ、秋田ケーブルテレビ、蕨ケーブルビジョン、飯能ケーブルテレビ、JWAY、リ
バーシティ・ケーブルテレビ、東京ケーブルネットワーク、イッツ・コミュニケーションズ、ニューメディア新潟センター、エヌ・シｨ・ティ、佐渡テレビシ
ョン、上越ケーブルビジョン、日本ネットワークスサービス、山梨CATV、CATV富士五湖、峡西シーエーテーブイあづみ野テレビ、エルシーブイ、
伊那ケーブルテレビジョン、エコーシティー・駒ヶ岳、テレビ松本ケーブルビジョン、上田ケーブルビジョン、飯田ケーブルテレビ、佐久ケーブルテ
レビ、テレビ北信ケーブルビジョン、インフォメーション・ネットワーク・コミュニティ、コミュニティテレビこもろ、信州ケーブルテレビジョン、丸子テレビ
放送、須高ケーブルテレビ、蓼科ケーブルビジョン、御前崎ケーブルテレビ、小林テレビ設備、キャッチネットワーク、下田有線テレビ、東伊豆有
線テレビ放送、シーシーエヌ、アミックスコム、おりべネットワーク、大垣ケーブルテレビ、飛騨高山ケーブルネットワーク、インフォメーション・ネット
ワーク郡上八幡、CAC、グリーンシティケーブルテレビ、シー・ティー・ワイ、ケーブルネット鈴鹿、松阪ケーブルテレビ・ステーション、伊賀上野ケ
ーブルテレビ、東近江ケーブルネットワーク、ジュピターテレコム－関西、ケイ・オプティコム、ベイ・コミュニケーションズ、姫路ケーブルテレビ、倉
敷ケーブルテレビ、玉島テレビ放送、ひろしまケーブルテレビ、東広島ケーブルメディア、鳥取中央有線放送、日本海ケーブルネットワーク、中
海テレビ放送、長和町（長和町ケーブルテレビ施設）、伯耆町有線テレビジョン放送、ケーブルメディア四国、ひのき、宇和島ケーブルテレビ、ハ
ートネットワーク、香川テレビ放送網、中讃ケーブルビジョン、今治シーエーティーブィ、四国中央テレビ、ケーブルテレビ三好、ケーブルネットワ
ーク西瀬戸、八西ＣＡＴＶ、高知ケーブルテレビ、黒潮町（黒潮ケーブル）、よさこいケーブルネット、大分ケーブルネットワーク、日田市水郷TV、
香南施設農業協同組合、長崎ケーブルメディア、CTBメディア、KCVコミュニケーションズ、宮崎ケーブルテレビ、ﾋﾞィーティーヴィーケーブルテ
レビ、ケーブルメディアワイワイ、ジェイコム熊本、ｼﾞｪｲｺﾑ札幌、土浦ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ、ｼﾞｪｲｺﾑ川口戸田、ｼﾞｪｲｺﾑ北関東、ｼﾞｪｲｺﾑ熊谷、ｼﾞｪｲｺﾑ
さいたま、ｼﾞｪｲｺﾑ市川、ｼﾞｪｲｺﾑ千葉、ｼﾞｪｲｺﾑ千葉ｾﾝﾄﾗﾙ、ｼﾞｪｲｺﾑ船橋習志野、ｼﾞｪｲｺﾑ東葛葛飾、ｼﾞｪｲｺﾑ足立、ｼﾞｪｲｺﾑｲｰｽﾄ、ｼﾞｪｲｺ
ﾑ大田、ｼﾞｪｲｺﾑ多摩、ｼﾞｪｲｺﾑ東京、ｼﾞｪｲｺﾑ東京北、ｼﾞｪｲｺﾑ中野、ｼﾞｪｲｺﾑ八王子、ｼﾞｪｲｺﾑ日野、ｼﾞｪｲｺﾑ港新宿、ｼﾞｪｲｺﾑ武蔵野三鷹
、ｼﾞｪｲｺﾑ小田原、ｼﾞｪｲｺﾑ鎌倉、ｼﾞｪｲｺﾑ湘南、ｼﾞｪｲｺﾑ南横浜、ｼﾞｪｲｺﾑｳｴｽﾄ、ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ下関、ｼﾞｪｲｺﾑ九州 25 



※１ 市町村の加入数には一部事務組合、広域連合を含む。また、政令市の加入数は除く。 
※２ 赤は情報発信者で本番実施の団体を示す。 青は情報伝達者・中間伝達者で連携システム接続の団体を示す。 

区分 加入数 参加団体 (敬称略・順不同) 

情 
報 
伝 
達 
者 
計 

355 

AMラジオ ９ 
ＳＴＶラジオ、ラジオ福島、文化放送、ニッポン放送、ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ、アール・エフ・ラジオ日本、東海ラジオ、大阪
放送、ラジオ関西 

FMラジオ 32 

エフエム北海道、エフエムノースウェーブ、エフエム仙台、エフエム秋田、エフエムラジオ新潟、エフエム東京、Ｊ－ＷＡＶＥ、ＩｎｔｅｒＦＭ、
ベイエフエム、エフエムナックファイブ、新潟県民エフエム、エフエム石川、長野エフエム、エフエム富士、静岡エフエム、エフエム愛知
、エフエム岐阜、三重エフエム、エフエム滋賀、FM８０２、エフエム京都、エフエム大阪、兵庫エフエム放送、広島エフエム、エフエム山
陰、エフエム香川、エフエム愛媛、エフエム高知、エフエム福岡、エフエム大分、エフエム宮崎、ＦＭのべおか 

短波ラジオ １ 日経ラジオ社 

ｺﾐｭﾆﾃｨFM ６4 

横手コミュニティエフエム、せんだい泉エフエム、石巻コミュニティ放送、おおさきエフエム放送、いわき市民コミュニティ、エフエム会津
、喜多方シティエフエム、中央エフエム、エフエム江戸川、エフエム西東京、葛飾エフエム放送、エフエムラジオ立川、エフエム上越、
燕三条エフエム、エフエム新津、柏崎コミュニティ放送、長岡移動電話システム、エフエム角田山コミュニティ放送、エフエムしばた、エ
フエムとおかまち、エフエム雪国、八ヶ岳コミュニティ放送、ながのコミュニティ放送、軽井沢エフエム、飯田エフエム、けんと放送、あづ
み野エフエム放送、エフエムとうみ、エフエム佐久平、FM IS、エフエムしみず、FM島田、浜松エフエム放送、エフエムみしま・かんなみ
、エフエムぬまづ、シティエフエム静岡、富士コミュニティエフエム放送、シティエフエムぎふ、FMラインウェーブ、エフエムたじみ、飛騨
高山テレ・エフエム、エフエムよっかいち、京都コミュニティ放送、京都リビングエフエム、京丹後コミュニティ放送、エフエム宇治放送、
福知山FM放送、エフエムあやべ、やおコミュニティ放送、エフエムひらかた、エフエムベイ、伊丹コミュニティ放送、エフエムわいわい、
姫路シティFM２１、西宮コミュニティ放送、エフエム宝塚、エフエム・サン、今治コミュニティ放送、中国コミュニケーションネットワーク、
FMしまばら、シティエフエム都城、宮崎サンシャインエフエム、エフエム小国、ＦＭやんばる 

ポータル 等  １5 
ヤフー、フューチャーリンク、IIJ、ゲヒルン、セコムトラストシステムズ、アイ・コミュニケーション、帝人ファーマ、ファーストメディア、インフォ
コム、伊那市有線放送農業協同組合、屋代市有線放送農業協同組合、ココロプラン、三井住友海上火災保険、ウェザーニューズ、日
本気象協会 

新聞社  ２０ 
静岡新聞、中国新聞、産業経済新聞社、新潟日報社、上毛新聞社、毎日新聞社、読売新聞長野支局、朝日新聞静岡総局、愛媛
新聞、大分合同新聞、秋田魁新報社、中日新聞長野支局、長野日報、信濃毎日新聞、山梨日日新聞社、中日新聞、神戸新聞、毎
日新聞高知支局、高知新聞社、宮崎日日新聞 

通信社 ２ 時事通信社、（一社）共同通信社 

中間伝達者 6 フューチャーリンク、ジュピターテレコム、ファーストメディア、ジャパンエフエムネットワーク、メイテツコム、コミュニティネットワークセンター 

特別利用者 4 慶応義塾大学大学院メディアデザイン研究科、諏訪東京理科大学経営情報学部,防災科学技術研究所、総務省 

協力事業者 31 

ジャパンケーブルキャスト、インターテック、メイテツコム、中京エレクトロン、日立ソリューションズ、日本ソフト開発、リンクオフ、日本電気
、ティーﾌﾞｲエスネクスト、エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ、石川コンピュータ・センター、日本気象協会、パナソニックシステムネット
ワークス、サテライトコミュニケーションズネットワーク、ユニゾンシステムズ、J.COTT、ビジョンストリーム、IIJ、日立ハイテクソリューション
ズ、メディアキャスト、協和エクシオ、ＴＳＳソフトウェア、ゴーイング・ドットコム、ケイ・オプティコム、スマートエンジニアリング、アサカ、デン
ソー、メディアプラットフォームラボ、北陸電話工事、エヌ・ティ・ティ・データ関西 

加入団体数合計 719 ※ 複数のカテゴリーへの加入団体はここでは１団体として扱っている。 
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協力事業者名 業務の概要 応諾日 

1 ジャパンケーブルキャスト株
式会社 

ケーブルテレビ局のコミュニティチャネルでのデータ放送を支援する「ＪＣ－ｄａｔａサー
ビス」を提供 

H25. 7. 8 

2 株式会社インターテック 放送局向けＬ字送出「ＳＰＲＥＡＤＩＩシステム」の販売 H25. 7.18 

3 株式会社日立ソリューション
ズ 

多数のメディアへの情報伝達を一元的に行うことで、地域住民全体への迅速な情報
伝達及び管理者作業における手間の削減を実現する「災害情報一元配信システム」
の開発 

H25 .7.22 

4 日本ソフト開発株式会社 放送局向けＬ字、データ放送、Ｗｅｂ公開など各種メディアへの情報送出、データの収
集、コンテンツの一元管理を行う「Ｃｈａｎｎｅｌ-ｉシステム」の販売 

H25. 7.22 

5 株式会社中京エレクトロン 放送局におけるニュース記事、地域情報、緊急情報などの記事情報を一括管理する 
「ニュース情報サーバシステム」の販売 

H25. 7.22 

6 株式会社メイテツコム 自治体に対して緊急速報メール、防災メール、ホームページ、ＳＮＳへ災害情報、お
知らせ情報を送出する「公共コモンズＷｅｂ入力サービス」を提供 

H25. 7.22 

7 株式会社リンクオフ 一元化した各防災情報を住民、メディア機関に一括操作にて配信するポータル機能
（一括配信ポータル）を提供 

H25. 8.30 

8 日本電気株式会社 公共情報コモンズと連携する総合防災情報システムを提供 H25. 8.30 

9 株式会社ティーブイエスネクス
ト 

放送局向けＬ字、文字放送、データ放送、ホームページ公開など各種メディアの情報
送出、データの収集、コンテンツの一元管理を行うＣＭＳ「Ｔｃｏｎｎｅｃｔ」を提供 

H25. 9.17 

10 
 

エヌ・ティ・ティ・アドバンステク
ノロジ株式会社 

多数のメディアへの情報伝達を一元的に行うことで地域住民全体への迅速な情報伝
達及び管理者作業における手間の削減を実現する「防災情報伝達システム」の開発 

H25.10. 1 

11 株式会社石川コンピュータ・セ
ンター 

自治体、ライフライン事業者が災害情報・お知らせ・イベント情報等を公共情報コモン
ズに送出と同時に、緊急速報メール・防災メール・ＳＮＳ等に発信できる「ＣＯＵＳコモ
ンズ連携クラウドサービス」を提供 

H25.11.22 

公共情報コモンズ協力事業者一覧 
公共情報コモンズの普及に伴い、連携システムを先行的に開発しサービス利用者に提供しようというニーズが生じてお
り、信頼できるシステム関連事業者を「公共情報コモンズ協力事業者」として位置づける制度を平成２５年度から創設。 

           （平成２６年11月5日現在） 
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協力事業者名 業務の概要 応諾日 

12 一般財団法人日本気象協会 
国、地方自治体等が所有する観測データや防災に関連する情報を新聞・テレビ等のメ
ディア関連事業者、地方自治体、民間事業者及び住民にインターネット等を通じて提供
するサービスを提供 

H25.11.22 

13 パナソニックシステムネットワ
ークス株式会社 

公共情報コモンズと連携するＴＶ・携帯端末向けＰＵＳＨ型データ配信とデータ放送を支
援するクラウド型サービスの提供及びシステムの販売 

H25.11.22 

14 株式会社サテライトコミュニ
ケーションズネットワーク 

放送局向けＬ字、データ放送、文字放送、ＷＥＢ、モバイル、メール、デジタルサイネー
ジ等にコンテンツを配信・自動表示する「地域情報・緊急情報自動表示サービス コミネ

ット」を提供 
H25.11.16 

15 株式会社ユニゾンシステム
ズ 

平時は報道記事の管理を、災害時には公共情報コモンズから発信される情報を中心と
した外部コミュニティからの防災情報を発信する放送局向けＣＭＳ「ボナパルト」を販売 

H26. 1. 9 

16 株式会社Ｊ.ＣＯＴＴ 
ケーブルテレビ「スマートTV」（COTT）サービスを、全国のケーブルテレビ事業者ととも
に展開し、コンテンツ＆サービスアグリゲート事業を推進する中で公共情報コモンズの
情報をケーブルテレビ事業者の要望に合わせて提供 

H26. 1.22 

17 株式会社ビジョンストリーム 平時の情報伝達、訓練、迅速な復旧と復興をアシストする「ＡＸＥＺ」において、公共情
報コモンズの情報を取扱い、多くのメディアで取り扱えるデータを出力 

H26. 2.17 

18 株式会社インターネットイニ
シアティブ 

緊急地震速報、気象警報／注意報／特別警報、公共情報コモンズ等の各種情報を
ブラウザ、スマフォアプリ、デジタルサイネージなどで利用しやすい形に整理し、
アクセスしやすいインターフェースを提供 

 
H26. 3.18 

 

19 株式会社日立ハイテクソリュ
ーションズ 

開発・販売中のテレビ放送用途向けの複合型告知システム「BroadCGX」に公共情報コ
モンズ連携機能を追加 

H26. 3.18 

20 株式会社メディアキャスト データ放送運用送出システム「ＤａｔａＣａｓｔｅｒ M3」に公共情報コモンズ連携機能を追加 H26. 3.18 

21 C-ALERT協議会 ケーブルテレビ加入者向けのタブレットを通じた災害速報サービスのシステム提供 H26. 3.25 

22 株式会社協和エクシオ  
モバイル向けアプリ「ＥＸＴｒａｖｅｌ」に公共情報コモンズからの防災情報も受信できるよう
機能を拡張 

H26. 6.30 

23 株式会社ＴＳＳソフトウェア 公共情報コモンズからの情報をＬ字送出用に生成するシステムをテレビ局向けに販売 H26. 6.30 

24 株式会社ゴーイング・ドットコ
ム 

公共情報コモンズと連携する、モバイル端末等を用いた防災情報伝達システムを 
提供する 

H26. 7.16 
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協力事業者名 業務の概要 応諾日 

25 株式会社スマートエンジニア
リング 

全国コミュニティFM向けにリリースしているFM++（音声放送は勿論、文字放送によるプ
ッシュ通知が可能なスマホアプリ）に公共情報コモンズ連携機能を追加 

H26.7.16 

26 株式会社ケイ・オプティコム 販売・提供中のネットワーク型デジタルサイネージサービスに公共情報コモンズから発
信される情報を表示する機能を追加 

H26.7.16 

27 株式会社アサカ 公共情報コモンズからの情報を基に、Ｌ字装置等のハードウェアと連携し、多用なメディ
アを持つ情報発信者様の負担を少しでも軽減するソリューションを提供 

H26.7.16 

28 株式会社デンソー 公共情報コモンズと連動して地域情報を配信する、 タブレットを活用した多機能型電子
回覧板システム「ライフビジョン」の販売 

H26.7.31 

29 株式会社メディアプラットフォ
ームラボ 

ＩＰサイマルラジオ配信プラットフォーム運用により培ったノウハウを活かし、公共情報コ
モンズをはじめとする公共情報をアグリゲートした高付加価値コンテンツ配信サービス
を提供 

H26.7.31 

30 北陸電話工事株式会社 公共情報コモンズ対応の放送局・CATV局様向けデータ放送コンテンツ更新システム
(CMS)「NxCMS(ネクスシーエムエス)」を開発、販売 H26.9.17 

31 株式会社エヌ・ティ・ティ・デ
ータ関西 防災情報システムと公共情報コモンズとの連携システムの開発・運用 H26.9.17 
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